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事 業 報 告 用 
 
 
 

特定非営利活動法人  環境エネルギー政策研究所 

 
１ 事業の成果 
 311 以降、当研究所は「エネルギーシフト」を社会的に提言し、従来の原子力・エネルギー政策
に代わる未来志向の政策提言を行うとともに、地域での自然エネルギー事業の支援を進めて参りま

した。気候変動への対応・原子力・エネルギー政策の大転換期にあたって、国及び地方自治体にお

ける環境エネルギー政策を実効的な制度として導入を図ることに焦点を充てた実践的・創造的な活

動を行っています。同時に地域主導型の自然エネルギー・省エネルギー事業の支援を行い、多くの

地域での実践を後押ししています。特に福島県では、事業所を設け、東日本大震災と原子力発電所

事故の被災地の一員として政策提言と地域主体のエネルギー事業をとくに二本松市において進めて

います。また秋田県大潟村と自然エネルギー100％の村作りへの挑戦を目指す事業連携協定を結び、
電力のみならず熱も含めた支援を行います。 
以上のとおり、当研究所は、原子力・自然エネルギー・エネルギー政策に関する最先端の知見と

実践をもとに持続可能なエネルギー政策の議論を先導し続けていきます。 
 
２ 事業の実施に関する事項 
（１）特定非営利活動に係る事業              （事業費の総費用【155,149】千円） 
定款に記載 
された 
事業名 

事業内容 日時 場所 従事者 
人数 

受益 
対象者 
範囲 

受益 
対象者 
人数 

事業費 
（千円） 

 
持続可能なエ
ネルギー政策
の実現を目指
した調査研
究・政策提案、
地域事業支
援、国内外ネ
ットワーキン
グ、普及啓発、
助成、その他、
本会の目的を
達成するため
に必要な事業 
 

 
固定価格買取制度および
系統制約の研究、再生可
能エネルギーと持続可能
な社会づくりおよび地域
の合意形成に関する調査
研究、日本韓国台湾のエ
ネルギー転換に関する調
査研究、 
 
長期的なエネルギーシナ
リオに基づく政策提言、
地方自治体の再生可能エ
ネルギー政策の現状に関
する調査研究、 
 
再生可能エネルギー熱利
用および地域熱供給の研
究と地域での導入検討、 
 
各地の再生可能エネルギ
ー事業化の支援と知見お
よび課題の共有、上記課
題についてのシンポジウ
ムやセミナーによる市民
への普及啓発 

 
通年 
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数 

 
各 地 域
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155,149
千円 
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（２）その他の事業                    （事業費の総費用【    】千円） 
定款に記載 
された 
事業名 

事業内容 日時 場所 従事者 
人数 

事業費 
（千円） 

不動産賃貸業 地域活性化や持続可能な社会づくりに貢献す

ることを目的とする事業者に対する事務所の

貸出 

通年 東京 １名 0千円 

 


